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「日本年金機構の当面の業務運営に関する基本計画」に関する要請

　国民のための厚生労働行政の実現に向けた、貴職のご努力に心より敬意を表します。

さて、7月29日、政府は、標記「基本計画」を閣議決定しました。社会保障の根幹を成し、国民の老後の生活を担う年金制度の運営体制において、今最も必要とされているのは、年金行政の信頼回復のための組織ガバナンス及び必要十分な国民サービスを提供できる体制の確立です。しかし、「基本計画」の内容は、数値目標にとらわれた人員削減のみが最優先するなど、サービスの抜本的な改善と向上という観点からは大変疑問であると言わざるを得ません。また、「懲戒処分を受けた者は機構の正規職員及び有期雇用職員には採用されない」ことを「基本計画」に明記したことは、懲戒処分の内容、時期、原因等を全て無視した、公平・公正性、合理性、納得性を欠くものであり、既に完了している処分事実をもって新組織から一律に職員を排除することは、二重処分にも等しいものであり、容認できるものではありません。

以上のような問題点を指摘した上で、次の点を申し入れます。
記

１．日本年金機構に関する具体的な職員採用については、中立な立場から、個々の職員の能力と意欲を適切かつ十分に見極め、公平・公正・透明な基準に基づき行うこと。

２．「基本計画」において、「分限免職回避に向けてできる限りの努力を行う」と明記したことを踏まえ、厚生労働省として現社会保険庁職員の分限免職処分の回避、具体的な雇用確保に向け万全の策を講じること。この点について、職員団体と真摯な協議を行うこと。

３．現在社会保険の現場において、早期自主退職者や長期病休者の増加、慢性的な超過勤務と休日出勤による過重労働など、多くの問題が顕在化していることを重く受け止め、職場環境の改善と職員のモチベーション向上のための具体策を講じること。

４．今回の「基本計画」は、通常業務ベースの人員配置を想定しており、年金記録問題への対応を含んでいないことから、問題の確実な解決のために、政府の責任において、必要十分な予算と人員の確保など、速やかに具体策を講じること。

以上

